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　２月２４日（日）午後２時～４時
　大東市民会館　３階中会議室

①　「公権力行使の要素を含む事務

②　「政策形成・調整事項を含む事務

③　「意思決定事項を含む事務」

④　「具体的な指示命令を受けて実施する事務

⑤　「その他の事務」　　　

①②③の事務については、公務員の身分を持った
ものが執行すべき事務であり、担い手区分では「正
職員」の他「（C）再任用職員、任期付職員」が従
事するものとする。

　 「（B）労働者派遣・アルバイト」を活用

「（A）業務委託」を活用

行政事務の性質に応じた労働力の配置
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税制改正に伴う介護保険料の激変緩和措置を平成２０年度まで延長する政令
が厚生労働省から公布され「平成２０年度も保険者の判断により緩和措置が
取れる」とされました。

保育所裁判弁護士費用（総務課）・・・予備費より

平成１４年度　地裁＜第一審着手金＞６６１、５００円

平成１６年度　高裁＜第二審着手金＞６６１、５００円

平成１９年度　最高裁・却下＜第三審上告分・着手金＞７３５、０００円

　　　　　　　　　　　　　＜第三審被上告分・着手金＞５２５、０００円

　　　　　　　　　　　　　　　　　支払済み　　計２、５８３、０００円

　成功報酬交渉中<現在の提示額＞　２、４９４、８００円

損害賠償額（保育課）・・・予備費より

平成１９年度１２月１８日　３３万円×３０世帯

　　　＜９、９００、０００円+利子１、８６５、２７０円＞

　　　　　　　　　　計１１、７６５、２７０円


